官民協働海外留学支援制度

～トビタテ！留学JAPAN日本代表プログラム～

家計基準確認フォーム（申請者記入）
トビタテ留学JAPAN！派遣留学生の要件である日本学生支援機構「第二種奨学金に掲げる家計基準」を満たすことを確認する為、下記の表の記入及び必要書類を提出すること。
	学修番号
	　　
	学生氏名
	

	所属
※2020年4月1日時点
	研究科
	専攻・学域
分野
	□博士前期

□博士後期
	年

	記入日
	　　　　年　　　　月　　　　日

	日本学生支援機構の
奨学金受給状況
	※該当する□にチェックすること
□第一種奨学金を受給している　　　□第二種奨学金を受給している
□第一種、第二種奨学金とも受給していない（申請中も含む）


※本フォームで提出された個人情報は、トビタテ留学JAPAN申請に必要な範囲内においてのみ利用されます。その他の目的のためには利用されません。
申請者と配偶者（夫または妻）について、下表に必要事項を記入すること。

	申請者
	配偶者

	2018（平成30）年1月～12月の状況について
	

	
	アルバイト等収入額
	円
	配偶者（夫または妻）の有無
	有 ・ 無

	
	父母等からの給付額
	円
	配偶者の定職収入の有無
	有 ・ 無

	
	奨学金受給額
	円
	（定職収入「有」の場合）
書類を添付しているか
	添付していたら（✔）

	
	
	奨学金名
	
	
	

	
	
	奨学金月額
	
	
	

	
	
	受給期間
	
	
	

	
	定職収入の有無
	有　 ・　 無
	
	

	
	（定職収入「有」の場合）
書類を添付しているか
	添付していたら（✔）
	
	


　※申請者の「アルバイト等収入」および「父母等からの給付」については、該当する金額を記入すること。（金額を証明する書類等は不要。）なお、アルバイト等には、RAやTAも含む。
※「定職収入」には、アルバイト等収入、父母等からの給付、奨学金の受給は含まない。
　※申請者および配偶者について、以下の書類も併せて提出すること。

　2018（平成30）年源泉徴収票（写）もしくは2018（平成30）年所得（課税/非課税）証明書（原本）
官民協働海外留学支援制度

～トビタテ！留学JAPAN日本代表プログラム～

家計基準確認フォーム（申請者記入）
	トビタテ留学JAPAN！派遣留学生の要件である日本学生支援機構「第二種奨学金に掲げる家計基準」を満たすことを確認する為、下記の表の記入及び必要書類を提出すること。
学修番号
	18123456
	学生氏名
	首都　太郎

	所属
※2020年4月1日時点
	人文科学　　研究科
	人間科学　専攻・学域
日本語教育学　　分野
	□博士前期
□博士後期
	2 年

	記入日
	　　2019　　年　　9　　月　　1　　日

	日本学生支援機構の
奨学金受給状況
	※該当する□にチェックすること
□第一種奨学金を受給している　　　□第二種奨学金を受給している
□第一種、第二種奨学金とも受給していない（申請中も含む）


※本フォームで提出された個人情報は、トビタテ留学JAPAN申請に必要な範囲内においてのみ利用されます。その他の目的のためには利用されません。
申請者と配偶者（夫または妻）について、下表に必要事項を記入すること。

	申請者
	配偶者

	2018（平成30）年1月～12月の状況について
	

	
	アルバイト等収入額
	720,000　円
	配偶者（夫または妻）の有無
	有 ・ 無

	
	父母等からの給付額
	600,000　円
	配偶者の定職収入の有無
	有 ・ 無

	
	奨学金受給額
	450,000　円
	（定職収入「有」の場合）
書類を添付しているか
	✔

添付していたら（✔）

	
	
	奨学金名
	ABC財団奨学金
	
	

	
	
	奨学金月額
	50,000円
	
	

	
	
	受給期間
	　2018年4月1日～

2019年3月31日
	
	

	
	定職収入の有無
	有　 ・　 無
	
	

	
	（定職収入「有」の場合）
書類を添付しているか
	添付していたら（✔）
	
	


　※申請者の「アルバイト等収入」および「父母等からの給付」については、該当する金額を記入すること。（金額を証明する書類等は不要。）なお、アルバイト等には、RAやTAも含む。
※「定職収入」には、アルバイト等収入、父母等からの給付、奨学金の受給は含まない。
　※申請者および配偶者について、以下の書類も併せて提出すること。

　2018（平成30）年源泉徴収票（写）もしくは2018（平成30）年所得（課税/非課税）証明書（原本）
TMU大学院生用





記入例





TMU大学院生用





✔





✔





所得が「有」なので


所得(課税)証明書の提出が必要








